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１．研究の背景と目的

本調査・研究の目的は、郵便事業において今後求められる輸送サービスレベルを、利用者ニ

ーズを踏まえて、評価・検討することである。その問題意識として、2 つの問題の存在があ

る。第一が、郵便サービスの需要の低減問題である。郵便需要の低減傾向は、人口減少やイン

ターネットの普及を要因として、今後も継続すると予想される。第二が、郵便事業における内

部補助の問題である。郵便サービスは、ユニバーサルサービスの考え方にもとづく事業であ

り、あまねく全国において公平に利用できるようにすることが求められている。その帰結とし

て、全体の約 2 割の集配郵便局エリアの黒字で、約 8 割の集配郵便局エリアの赤字をカバーす

るという内部補助が生じている。 
郵便サービスの持続可能性の観点からこれらの問題を捉えるとき、その改善に向けた具体的

な方策の検討が不可欠だと考えられる。 
以上の問題意識にもとづき、本報告では、輸送サービスレベルの検討と内部補助問題の検討

の 2 点について、調査・研究をおこなった。 
 
２．輸送サービスレベルの検討（本文 第４章）

第一の輸送サービスレベルの検討では、「輸送サービスの重要度と満足度の関係」、「輸送

サービスレベルの受容度」、「輸送サービスレベルの貨幣価値」の 3 つの観点から、利用者が

求める輸送サービスレベルを、サービス項目ごとに明らかにすることを目的とし、顕在的な利

用者を対象としたアンケート調査をおこない、一定の示唆を導いた。 
具体的には、「輸送サービスの重要度と満足度の関係」では、地域ごとに、各サービス項目

の重要度と満足度の比較をおこなった。どのサービス項目においても、重要度と満足度の絶対

的な水準は高いものの、サービス項目間の比較をおこなうことで、「ポストまでの距離」と

「配達回数」を、相対的に重要度が低く、かつ相対的に満足度が高いサービス項目（サービス

レベルを下げる余地のあるサービス項目）として導くことができた（図１、図２）。 
そして、「輸送サービスレベルの受容度」では、PSM 分析（価格感度分析）を用いた考察を

通じて、サービス項目ごとに、輸送サービスレベルの受容度を明らかにした（図３、図４）。 
さらに、「輸送サービスレベルの貨幣価値」では、コンジョイント分析を用いた考察を通じ

て、サービス項目ごとに、輸送サービスレベルの貨幣価値を明らかにした（図５）。 
これらの結果は、輸送サービスレベルの特徴の理解に有用であるとともに、第二の内部補助

問題の検討にも用いている。  
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図１ 重要度と満足度の関係 図２ 地域ごとの重要度と満足度の関係

（地域別・サービス項目別） （サービス項目別、南東北の例）

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 配達回数に対する 分析（全国） 図４ 配達回数に対する受容度（地域別）

図５ 地域別の「ポストまでの距離」「送達日数」「配達回数」の貨幣価値（単位：円）
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図１ 重要度と満足度の関係 図２ 地域ごとの重要度と満足度の関係

（地域別・サービス項目別） （サービス項目別、南東北の例）

 
 
 
 
 
 
 
 

 
図３ 配達回数に対する 分析（全国） 図４ 配達回数に対する受容度（地域別）

図５ 地域別の「ポストまでの距離」「送達日数」「配達回数」の貨幣価値（単位：円）
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３．内部補助問題の検討（本文 第５章）

第二の内部補助問題の検討では、現在の郵便サービスにおいて集配郵便局エリアごとに生じ

ている黒字・赤字と、黒字地域から赤字地域への内部補助について、2 段階で分析をおこなっ

た。 
第一に、10 段階の工程別に収支を計算するモデルを設計したうえで、現在の内部補助の状況

を明らかにした（基本ケース）。これは一定の仮定にもとづく推計であり、その仮定の詳細に

ついてはさらなる検討が必要とも考えられるが、一定の再現性を有しているものと考える。 
第二に、輸送サービスレベルの検討を通じて導出した「サービスレベルを下げる余地のある

サービス項目」（集荷：最寄りの郵便ポストまでの距離、配達：1 週間当たりの配達回数）に

ついて、そのサービスレベルの変化ケースを複数設定（サービスレベルを変化させる範囲：赤

字地域のみ・全地域、サービスレベルの変化に伴う需要の変化：需要一定・需要変動）し、そ

れらのケースごとに実現可能な内部補助の改善水準を明らかにした（図６）。 
上述したPSM 分析の結果を参照した分析からは、すべての変化ケースにおいて、現状に比

べ、全国ベースでの収支が改善し、赤字地域における赤字の水準も縮小していることが観察で

きた。すなわち、ある程度のサービスレベルの引き下げは、少なくとも短期的には内部補助問

題の改善（是正）に寄与するものと考えられる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図６ 集荷・配達レベル変化ケースの収支（地域ごと、単位：百万円）
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１．はじめに 

 
１．１ 調査・研究内容 
（１）調査・研究の趣旨 

本調査・研究の目的は、郵便事業において今後求められる輸送サービスレベルを、利用

者ニーズを踏まえて、評価・検討することである。 
近年、郵便サービスの需要は低減傾向にある。総引受郵便物数の推移をみると、2010 年

度の 198 億通が 2020 年度には 152 億通と約 4 分の 3（年率換算で 2.5%減）となってい

る。この傾向は人口減少やインターネットの普及を背景に今後も継続すると予想される。 
郵便事業は、ユニバーサルサービスの考え方にもとづく事業であり、あまねく全国にお

いて公平に利用できるようにすることが求められている。その帰結として、全体の約 2 割

の集配郵便局エリアは黒字であるものの（214 か所、2,059 億円）、全体の約 8 割の集配

郵便局エリアが赤字（873 か所、-1,873 億円）であり、前者の黒字で後者の赤字をカバー

するという状況（内部補助）にある（情報通信審議会答申（平成 27 年 9 月 28 日））。上

述した郵便サービスの需要の減少は、黒字集配郵便局エリアでの黒字額の減少、赤字集配

郵便局エリアでの赤字額の増加の要因となりうるため、郵便サービスの持続可能性の観点

から、郵便サービスの具体的な方策の検討が不可欠である。 
本調査・研究では、この問題意識にもとづき、2 つの検討課題を設定する。第一が輸送

サービスレベルの検討であり、第二が、内部補助問題の検討である。 
第一の検討課題に関しては、総務省と日本郵便においても検討がなされており、たとえ

ば、令和２年の郵便法改正により、従来週 6 日とされていた配達日は週 5 日となり、原則

3 日以内とされていた送達日数は原則 4 日以内に、それぞれ変更された。情報通信審議会

答申（令和元年 9 月 10 日）によれば、これらの変更により約 600 億円強の収益改善効果

があるとされており、財務的には一定の効果を有していると考えられる。ただし、サービ

スレベルの変更にあたっては、利用者ニーズを考慮することも重要である。近年では必ず

しも高いサービスレベルにこだわらない消費者の動向もある。上記答申でも後述するアン

ケート調査を実施しているが、さらなるサービスレベルの変更に向けた利用者ニーズの調

査と考察が求められる。 
第二の検討課題に関しては、地域ごとのサービスレベルの適正化による内部補助の是正

が考えられる。上述したように、郵便サービスはユニバーサルサービスの考え方に基づく

ため、サービスレベルの地域による差別化が容易ではないことは言うまでもない。しか

し、内部補助の是正を考える際にサービスレベルの地域による差別化が選択肢となりうる

かを検討することは、一定の意義があると考える。 
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以上の検討を通じて、本調査・研究では、事業者側の視点（サービスの収益性）のみな

らず、利用者側の視点（サービスに対する満足度）を考慮したサービスレベルの評価の重

要性を提示したい。 
 
（２）調査・研究の視点 

（１）でも述べたように、本調査・研究の視点（検討課題）には、輸送サービスレベル

の検討と内部補助問題の検討の 2 つがある。 
第一の視点に関する類似調査には、上述した情報通信審議会答申（令和元年 9 月 10

日）で示される総務省によるアンケート調査がある。この調査では、2,815 人の個人と

906 社の法人を対象に郵便の利用状況、サービスにおける重要度、週 5 日配達への変更に

対する意向などをたずねており、一定の知見が確認できる。本研究では、この調査をさら

に発展させ、利用者側の視点で、郵便サービスの項目ごとの評価とその金銭評価をおこな

うことで、事業者側の視点（収益性）との比較、また宅配便サービスとの比較を試みる。 
第二の視点に関する類似研究としては、著者らの研究注）がある。この研究では、宅配便

サービスを事例として取り上げ、内部補助に関する検討をおこなっており、その分析枠組

みを本調査・研究にも当てはめることで、郵便サービスと宅配便サービスの比較が可能に

なるものと考える。 
 
注）味水佑毅、石川友保：「輸送サービスの地域間比較に関する一考察～宅配便事業を例として～」、流

通経済大学流通情報学部紀要、Vol.26 No.2、pp.213-243、2022 年 

 
（３）調査・研究内容の構成 

本調査・研究の構成は以下のとおりである。 
第一に、先行研究のレビューを実施する。先行研究としては、郵便サービスに関する研

究とともに、宅配便サービスに関する研究を含み、特に、そのサービスレベルに関する研

究を中心としておこなう。 
第二に、郵便サービスの利用者ニーズに関するアンケート調査を実施する。本調査・研

究で中心的課題が輸送サービスレベルに対する利用者の意識であり、それに関する項目

と、郵便・宅配便の利用経験などに関する項目をあわせて調査する。 
第三に、上記のアンケート調査結果を用いて、サービスを構成する項目ごとに求められ

るサービスレベルなどの知見を明らかにするとともに、その地域ごとの差異を明らかにす

る。 
第四に、以上の調査・分析を通じて、現行の輸送サービスレベルについて利用者ニーズ

の観点から評価するとともに、内部補助問題の改善に向けた示唆を導出する。 
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以上の検討を通じて、本調査・研究では、事業者側の視点（サービスの収益性）のみな

らず、利用者側の視点（サービスに対する満足度）を考慮したサービスレベルの評価の重

要性を提示したい。 
 
（２）調査・研究の視点 
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注）味水佑毅、石川友保：「輸送サービスの地域間比較に関する一考察～宅配便事業を例として～」、流

通経済大学流通情報学部紀要、Vol.26 No.2、pp.213-243、2022 年 

 
（３）調査・研究内容の構成 

本調査・研究の構成は以下のとおりである。 
第一に、先行研究のレビューを実施する。先行研究としては、郵便サービスに関する研
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第四に、以上の調査・分析を通じて、現行の輸送サービスレベルについて利用者ニーズ

の観点から評価するとともに、内部補助問題の改善に向けた示唆を導出する。 
 

3 
 

１．２ 本研究のスケジュール 
本研究は、2022 年 6 月～2023 年 5 月の 1 年間でおこなう。 
研究の方法は、①先行研究レビュー、②郵便サービスの利用者ニーズに関するアンケー

ト調査、③輸送サービスレベルに関する分析、④内部補助問題に関する分析の 4 つであ

る。それぞれの実施スケジュールは、図 1-2-1 のとおりである。 
郵便サービスの利用者ニーズに関するアンケート調査は 3 回実施し、第 1 回～第 2 回は

プレ調査として利用者ニーズの概況の把握や調査方法（ウェブ調査）の検証をおこない、

第 3 回は本体調査とした。 
また、日本郵便およびゆうちょ財団へのインタビュー調査をおこない、調査内容や分析

内容に関する示唆を得た。 
 

 
図 本研究のスケジュール
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２．先行研究 

 
２．１ 輸送サービスレベルに関する先行研究 
輸送サービスレベルのうち、送料に着目した既存研究では、インタビュー調査の回答や

アンケート調査項目の一部などで「送料無料」が使用されている。 
滝口ら 1)は、ネットスーパー利用者に対するインタビュー調査の中で、ネットスーパー

で買うものは「「〇〇円以上送料無料」に合わせる」との回答を得ている。 
毛ら 2)は、オンラインショッピングサイトのレビュー投稿において、コピペレビュー

（他のユーザのレビューをコピーし、貼り付けたレビュー）が存在する理由の１つとし

て、レビュー投稿したユーザへの特典に送料無料があることと述べている。 
森山 3)は、「特定保健用食品」の認知度や興味・関心を与える宣伝文句などを、大学 1

年生 33 名を対象にアンケート調査している。そして、興味・関心を与える宣伝文句は

「送料無料」（17 名、51.5％）が最も回答者数が多かったと述べている。 
以上のように、「送料無料」という用語については、マーケティング分野において、消

費者の意識調査の一部として用いられているが、「送料無料」のもたらす影響に着目した

研究はない。 
 
２．２ 地域間格差に関する先行研究 
（１）サービスの地域間格差 

地域間格差の議論は広範囲に及ぶ。内田 4)は「地域間格差を巡る研究は、従来、主に所

得、雇用（失業率）について分析されてきた。また、最近では、効用や幸福度、貧困率、

さらには住居、教育、医療費等社会保障などの行政サービスといった社会問題に焦点を当

てた分析、東京一極集中是正の考察や地域間の様々な格差を見直すための包括的な提言も

みられている」と指摘する。本章では、サービスの地域間格差について取り上げる。 
サービスの地域間格差には、主にサービス水準の格差と価格差がある1。たとえば、2 章

でみたアクセシビリティ指標では、時間的・空間的・総合アクセシビリティ指標がサービ

ス水準の格差を、金銭的アクセシビリティ指標が価格差を表していたといえる。 
価格差が大きいサービスとして水道事業があり、矢根 5)によれば、給水事業者間で 10 倍

を超える価格差が存在する。ただし、地域ごとにサービスの価格差が存在することは、必

ずしも悪いことではない。基礎のミクロ経済学で示されるように、サービスの需給を通じ

て形成される社会的余剰は、そのサービスの価格が限界費用に等しい水準でサービスが提

供される場合に最大となる（限界費用価格形成原理）。したがって、地域ごとのサービス

 

 
1 その他に、サービスの消費機会の格差に言及するものもある（加藤 13））。 
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の価格差がサービス供給コストの格差によるものであれば、社会的余剰の最大化の観点か

らは効率的ともいえる。 
 
（２）ユニバーサルサービスの概念 

しかしながら、地域ごとの価格差があまりにも大きいことは、地域ごとの生産性の格差

に影響を及ぼす（徳井・水田 6））だけでなく、消費者の不公平感を惹起するため、是正が

求められる。そこで検討されるのがユニバーサルサービスの考え方である。 
ユニバーサルサービスとは、主に電気通信・郵便の分野で用いられる考え方である。情

報通信審議会 7)は、ユニバーサルサービスを「国民生活に不可欠なサービスであり、誰も

が利用可能な料金など適切な条件で、あまねく日本全国において公平かつ安定的な提供の

確保が図られるべきサービス2」としたうえで、ユニバーサルサービス政策の目標を、ユニ

バーサルサービスについて地理的格差の発生を防止すること、としている。 
どのサービスをユニバーサルサービスとして認識するかは議論がある。たとえば、林・

田川 8)は「（ユニバーサルサービスの）特性を考えれば、ユニバーサルサービスは電気通

信や郵便の通信分野に限らず、電力や交通などの領域でも使われよいような言葉である」

とする一方で、寺田 9)は「交通の場合には、維持すべきサービスの範囲、水準、料金体系

などの選択肢が多く、ユニバーサルサービスという概念だけでは社会の合意形成に十分で

はない」とする。なお、矢野 10)は、「日本の宅配便は全国どこでも同じ料金体系であり、

郵便と同じように、ユニバーサルサービスとして展開している。このことは、地方部にと

って、生活を支えるインフラになるのと同時に、地方創生などの観点からも、重要といえ

る」とし、宅配便にもユニバーサルサービスの概念の適用が可能との立場をとっている。 
 

（３）ユニバーサルサービスコストの算定と内部補助 

電気通信分野では、ユニバーサルサービスとして基礎的電気通信役務が定められ、あま

ねく日本全国における提供が確保されるべきものとされている。そして、その供給の経費

としてユニバーサル料金が徴収されている。 
総務省 11)は、全国一律の料金を適用している郵便事業におけるユニバーサルサービスコ

ストの算定方法を検討している。具体的には、NAC（Net Avoidable Cost：回避可能費

用）法3を用いて、赤字の地域の赤字額の合計額をユニバーサルサービスコストとみなすこ

とができるとしている（図 2-2-1）。 

 

 
2 本定義から、一般に、ユニバーサルサービスの基本的要件として、以下の 3 点が指摘される。 
１）国民生活に不可欠なサービスであるという特性 
２）誰もが利用可能な料金で利用できるという特性 
３）地域間格差なくどこでも利用可能であるという特性 
3 総務省 11)によれば、「仮にユニバーサルサービスの提供義務がなくなり、事業体が不採算地域・役務

等のサービス提供を停止することにより、節約できる純費用（利益改善額）をユニバーサルサービス

コストとする手法」である。 
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このとき、黒字の郵便局・地域もあれば赤字の郵便局・地域もある。これは内部補助が

発生していることに他ならない。内部補助の存在は受益と負担の乖離を意味し、達成可能

な社会的余剰を低下させうる。ただし、その一方で、内部補助をおこなわないと、不採算

の地域のサービスが困難になる。したがって、現実的には、受益と負担の一致による効率

性と、内部補助による公平性をバランスよく実現することが求められる。そのバランスを

考えるにあたっても、正確な現状分析が必要といえる。 
 

 
図 郵便サービスにおける地域間格差とユニバーサルコストの算定イメージ

 
（４）輸送サービスにおける地域間格差 

輸送サービスにおける地域間格差についての定量的な分析はほとんどないが4、たとえば

石川・味水 12)は、インターネット通販における「送料無料」に起因する地域間格差（内部

補助）の実態について、一定の条件設定にもとづき分析をおこなっている。そのうえで、

輸送効率を重視して輸送頻度を下げることで発生する死荷重と内部補助規模が小さくなる

ことを示している（図 2-2-2）。 
 

 

 
4 ただし、物流サービスの内外価格差に関しては、過去、日本物流団体連合会による調査がおこなわれて

いる（中田 14））。また、物流サービスの水準の格差に関する定量分析としては、世界銀行がおこなっ

ている LPI（Logistics Performance Index：物流パフォーマンス指標）がある

（https://lpi.worldbank.org/international/aggregated-ranking）。これは、世界 160 カ国を対象に、

①通関手続きの効率度、②インフラの質、③出荷手配のしやすさ、④ロジスティクスサービスの品質、

⑤貨物追跡能力、⑥配送の適時性の 6 つの項目について評価するものである。 
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図 都道府県別輸送費用の低減効果

 
２．３ 先行研究の特徴と本研究の位置づけ 
輸送サービスレベルに関する研究は、「送料無料」という用語については、マーケティ

ング分野において、消費者の意識調査の一部として用いられているが、それによってもた

らされる影響、たとえば、輸送費用への影響に着目した研究はない。 
また、地域間格差やユニバーサルサービスに関する研究は多数あるが、輸送サービスに

おける地域間格差についての定量的な分析はほとんどない。 
本研究は、輸送サービスのうち、郵便サービスに着目し、利用者のニーズを踏まえて輸

送サービスレベルを変化させることが、輸送費用の地域差にどのような影響を与えるかを

定量的に分析している点に特徴がある。 
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３．郵便サービスの利用者ニーズに関するアンケート調査 

 
３．１ アンケート調査の概要 
（１）調査目的 

本調査は、郵便サービスに対する利用者ニーズの把握を目的とする。 
なお、調査は 3 回実施し、第 1 回～第 2 回はプレ調査として利用者ニーズの概況の把握

や調査方法（ウェブ調査）の検証をおこない、第 3 回は本体調査とした。 
３．２節以降では、第 3 回調査の結果を述べる。 

 
（２）調査内容 

本調査の調査内容は、以下の 7 点である。 
①郵便サービスの利用頻度 
②郵便サービスレベルに対する認識 
③郵便サービスのサービス項目ごとの重要度 
④郵便サービスのサービス項目ごとの満足度 
⑤郵便サービスの料金体系に対する意向 
⑥郵便サービスレベルに対する受容度 
⑦郵便サービスレベルの貨幣価値 

 
（３）調査方法 

１）第１回調査（プレ調査）

第１回調査の調査方法は、表 3-1-1 のとおりである。 
 

表 第１回調査の調査方法

①調査対象 居住地：東京都、福島県、沖縄県

年 齢： ～ 歳

性 別：男性・女性

②実施時期 年 月

③配布・回収方法 インターネット上のアンケート調査サイト （アイブリッ

ジ株式会社）を利用したウェブ調査。スクリーニング調査、本調

査の 回調査

④回収数（目標） スクリーニング調査： 票（性別・年代別注）に 票）

本調査 ： 票

注）年代は、 代、 代、 代、 代、 代以上の 区分 
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２）第２回調査（プレ調査）

第２回調査の調査方法は、表 3-1-2 のとおりである。 
 

表 第２回調査の調査方法

①調査対象 居住地：東京都、福島県

年 齢： ～ 歳

性 別：男性・女性

②実施時期 年 月

③配布・回収方法 インターネット上のアンケート調査サイト （アイブリッ

ジ株式会社）を利用したウェブ調査。スクリーニング調査、本調

査の 回調査

④回収数（目標） スクリーニング調査： 票（地域別注 ）・性別・年代別注 ）に

～ 票）

本調査 ： 票（地域別に 票）

注 ）地域は、東京都、福島県の 区分

注 ）年代は、 代、 代、 代、 代、 代、 代以上の 区分

 
３）第３回調査（本体調査）

第３回調査の調査方法は、下表のとおりである（表 3-1-3）。 
 

表 調査方法

①調査対象 居住地：全国

年 齢： ～ 歳

性 別：男性・女性

②実施時期 年 月

③配布・回収方法 インターネット上のアンケート調査サイト （アイブリッジ

株式会社）を利用したウェブ調査。スクリーニング調査、本調査

の 回調査

④回収数（目標） スクリーニング調査： 票（地域別注 ）・男女別・年代別注 ）

に 票）

本調査 ： 票（地域別注 ）に 票程度）

注 ）地域は、北海道、北東北、南東北、北関東、南関東、東京、北陸、東海、近畿、中国、四国、北

九州、南九州、沖縄の 区分（図 ）

注 ）年代は、 代、 代、 代、 代、 代以上の 区分

 

8 9



10 
 

 
（出典）地方制度調査会：「道州制のあり方に関する答申」、 、平成 年 月 日

図 地域区分

 
（４）調査項目 

第３回調査は、スクリーニング調査と本調査から構成した。スクリーニング調査の調査

項目は表 3-1-4、本調査の調査項目は表 3-1-5 のとおりである。 
 

表 スクリーニング調査の調査項目

分類 調査項目

①回答者属性 設問１：あなたの普段の外出頻度は？

設問２：あなたの普段の主な移動手段は？

設問５：あなたの自宅の郵便番号は？

②郵便サービス

の利用状況

設問３：あなたが一番利用する郵便の差出場所は？

設問４：郵便と宅配便の利用頻度は？
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設問４：郵便と宅配便の利用頻度は？
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表 本調査の調査項目

分類 調査項目

①郵便サービスの利

用頻度

設問１：あなたが昨年１年間に送った郵便の枚数は？

設問２：あなたの昨年１年間の郵便の利用頻度は？

②郵便サービスレベ

ルに対する認識

設問３：あなたの自宅の最寄りのポスト等から、次の場所に向け

て郵便を午前中に差出（投函）した場合、何日後に届くと思

いますか？

設問４：次の種類の郵便を送る場合、料金はいくらだと思います

か？

③サービスの項目ご

との重要度

設問５：今の郵便サービスについて、あなたにとっての重要度を

段階で評価してください

④郵便サービスのサ

ービスの項目ごと

の満足度

設問６：今の郵便サービスについて、あなたにとっての満足度を

段階で評価してください

⑤郵便サービスの料

金体系に対する意

向

設問１４：郵便サービスについて、今後どのような料金体系が適

切だと思いますか？

設問１５：（設問１４で「距離料金がよい」または「どちらかと

いえば距離料金がよいの回答した方のみ）どのような距離料

金が適切だと思いますか？

⑥郵便サービスレベ

ルに対する受容度

設問８：あなたが「はがき」を送るときの料金についてお答えく

ださい

設問９：あなたが「封書」を送るときの料金についてお答えくだ

さい

設問１０：あなたが一番利用するポスト等までの距離についてお

答えください

設問１１：あなたが、もっともよく郵便を送る先の都道府県は？

設問１２：前で答えたあなたがもっともよく郵便を送る先宛に、

郵便を差出（投函）してから相手が受け取るまでの日数（送

達日数）について、お答えください

設問１３：「配達回数」についてお答えください

⑦郵便サービスレベ

ルの貨幣価値）

設問７：いま、東京から大阪まではがきを送るとします。このと

き、 つのサービス項目の組み合わせの満足度を 段階で評

価してください

 
（５）回収状況 

１）スクリーニング調査の回収状況

スクリーニング調査は、回収希望数 28,000 票とし、このうち、27,759 票を回収した。

また、回収票のうち、回答時間の長さや回答内容の正確さから判断し、20,282 票を有効回

収票とした（表 3-1-6～表 3-1-8）。 
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表 スクリーニング調査の回収希望数（単位：票）

 
 

表 スクリーニング調査の回収数（単位：票）

 

表 スクリーニング調査の有効回収数（単位：票）

 

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

02.北東北 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

03.南東北 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

04.北関東 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

05.南関東 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

06.東京 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

07.北陸 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

08.東海 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

09.近畿 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

10.中国 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

11.四国 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

12.北九州 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

13.南九州 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

14.沖縄 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

合計 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 14,000 2,800 2,800 2,800 2,800 2,800 14,000 28,000

地域区分
男性 女性

合計

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

02.北東北 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

03.南東北 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

04.北関東 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

05.南関東 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

06.東京 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

07.北陸 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

08.東海 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

09.近畿 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

10.中国 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

11.四国 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

12.北九州 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

13.南九州 200 200 200 200 200 1,000 200 200 200 200 200 1,000 2,000

14.沖縄 101 200 200 200 168 869 200 200 200 200 90 890 1,759

合計 2,701 2,800 2,800 2,800 2,768 13,869 2,800 2,800 2,800 2,800 2,690 13,890 27,759

地域区分 合計
女性男性

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 86 124 141 179 174 704 110 141 153 178 179 761 1,465

02.北東北 85 120 139 175 175 694 113 137 145 173 174 742 1,436

03.南東北 79 113 142 177 178 689 118 143 157 171 175 764 1,453

04.北関東 89 114 146 171 183 703 112 147 158 177 184 778 1,481

05.南関東 91 123 151 171 182 718 116 139 151 170 177 753 1,471

06.東京 102 123 134 173 188 720 113 133 152 166 176 740 1,460

07.北陸 84 129 148 173 176 710 119 135 162 171 177 764 1,474

08.東海 80 122 141 168 190 701 123 131 158 180 175 767 1,468

09.近畿 89 121 145 172 192 719 109 134 160 176 179 758 1,477

10.中国 82 126 140 169 180 697 129 147 145 175 175 771 1,468

11.四国 74 120 146 174 175 689 119 127 166 175 176 763 1,452

12.北九州 84 115 146 167 180 692 108 143 148 176 184 759 1,451

13.南九州 90 114 136 161 180 681 125 143 148 178 172 766 1,447

14.沖縄 37 127 149 180 152 645 107 135 150 168 74 634 1,279

合計 1,152 1,691 2,004 2,410 2,505 9,762 1,621 1,935 2,153 2,434 2,377 10,520 20,282

地域区分
男性 女性

合計
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表 スクリーニング調査の回収希望数（単位：票）
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03.南東北 79 113 142 177 178 689 118 143 157 171 175 764 1,453

04.北関東 89 114 146 171 183 703 112 147 158 177 184 778 1,481

05.南関東 91 123 151 171 182 718 116 139 151 170 177 753 1,471

06.東京 102 123 134 173 188 720 113 133 152 166 176 740 1,460

07.北陸 84 129 148 173 176 710 119 135 162 171 177 764 1,474

08.東海 80 122 141 168 190 701 123 131 158 180 175 767 1,468

09.近畿 89 121 145 172 192 719 109 134 160 176 179 758 1,477

10.中国 82 126 140 169 180 697 129 147 145 175 175 771 1,468

11.四国 74 120 146 174 175 689 119 127 166 175 176 763 1,452

12.北九州 84 115 146 167 180 692 108 143 148 176 184 759 1,451
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地域区分
男性 女性

合計
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２）本体調査の回収状況

本調査では、スクリーニング調査の有効回収票 20,282 票のうち、利用頻度（郵便の差

出）が月 1 日以上の方を調査対象とした。その結果、本調査の調査対象は 4,603 票となっ

た。本調査の回収票数は 4,099 票であり、回答時間の長さや回答内容の正確さから判断

し、3,515 票を有効回収票の候補とした。有効回答票の候補について、利用頻度（郵便の

差出）をみると、「利用しなかった」と、スクリーニング調査での回答と矛盾するサンプ

ルがあった。そのため、本調査において「利用しなかった」と回答した 545 票を除外し、

2,970 票を有効回答票とした。この結果、郵便の利用経験のあるサンプルを選定できたと

考えられる（図 3-1-1、表 3-1-9～表 3-1-11）。 
 

スクリーニング調査 本調査

 
 
 
 
 
 
 
 

図 本調査の有効回収票の選定の流れ

 
表 本調査の回収希望数（単位：票）

 
 

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 13 27 36 43 47 166 18 26 30 46 47 167 333

02.北東北 17 18 29 43 40 147 20 42 35 35 49 181 328

03.南東北 21 22 25 37 47 152 22 32 46 56 57 213 365

04.北関東 13 21 19 39 31 123 26 29 31 37 48 171 294

05.南関東 14 28 23 33 48 146 24 28 36 37 49 174 320

06.東京 13 17 28 36 64 158 30 34 39 33 62 198 356

07.北陸 14 29 28 38 34 143 24 33 33 47 44 181 324

08.東海 15 16 21 41 42 135 23 23 44 40 43 173 308

09.近畿 20 22 38 30 56 166 20 33 28 55 58 194 360

10.中国 8 24 30 32 41 135 27 28 46 39 40 180 315

11.四国 11 23 27 45 47 153 27 25 35 52 57 196 349

12.北九州 15 26 36 36 47 160 14 30 39 57 61 201 361

13.南九州 18 19 28 36 47 148 19 42 48 39 49 197 345

14.沖縄 6 16 17 38 34 111 14 28 34 40 18 134 245

合計 198 308 385 527 625 2,043 308 433 524 613 682 2,560 4,603

地域区分
男性 女性

合計

利用頻度
（郵便の差出）

回収票数
（票）

構成比
（％）

1 週４日以上 138 0.7

2 週１～３日 794 3.9

3 月１～３日 3,671 18.1

4 月１日未満 11,695 57.7

5 利用しなかっ た 3,984 19.6

合計 20,282 100.0

月１日以上
（1～3の合計）

4,603 22.7

利用頻度
（郵便の差出）

回収票数
（票）

構成比
（％）

1 週４日以上 55 0.3

2 週１～３日 299 1.5

3 月１～３日 1,064 5.2

4 月１日未満 1,552 7.7

5 利用しなかっ た 545 2.7

合計 3,515 17.3

利用経験あり
（1～4の合計）

2,970 14.6

・配布 4,603 票 

・回収 4,099 票 

・一部除外（回答

時間、回答内

容より） 
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表 本調査の回収数（単位：票）

 
 

表 本調査の有効回収数（単位：票）

 
 
３）個人属性ごとの回答者数

以上の結果、本調査の有効回収票数は 2,970 票に決定した。 
ここでは、以降の集計で用いる基本的な個人属性（地域（居住地）、性別、年代）ごと

の有効回収票数を示す（表 3-1-12）。 
 

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 10 25 33 37 44 149 13 23 28 42 46 152 301

02.北東北 12 14 29 39 38 132 16 36 31 32 35 150 282

03.南東北 18 17 24 37 43 139 21 27 40 51 49 188 327

04.北関東 13 20 17 34 26 110 22 26 27 31 45 151 261

05.南関東 13 27 22 31 46 139 20 26 31 32 45 154 293

06.東京 10 15 27 33 62 147 28 29 36 29 57 179 326

07.北陸 11 29 26 34 31 131 20 28 28 42 38 156 287

08.東海 11 15 20 37 39 122 20 19 42 34 42 157 279

09.近畿 19 20 32 29 54 154 18 30 23 48 56 175 329

10.中国 6 24 30 30 39 129 23 25 41 35 38 162 291

11.四国 8 19 25 42 43 137 24 21 30 48 52 175 312

12.北九州 13 24 33 33 40 143 11 23 37 50 50 171 314

13.南九州 15 18 24 33 45 135 17 37 40 35 39 168 303

14.沖縄 2 10 15 34 27 88 9 19 30 34 14 106 194

合計 161 277 357 483 577 1,855 262 369 464 543 606 2,244 4,099

地域区分
男性 女性

合計

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 5 16 19 28 39 107 8 18 18 32 39 115 222

02.北東北 5 12 21 29 33 100 6 28 25 24 29 112 212

03.南東北 6 14 14 29 36 99 15 20 30 40 35 140 239

04.北関東 6 9 12 22 23 72 16 21 22 24 38 121 193

05.南関東 5 18 16 21 38 98 9 19 23 24 40 115 213

06.東京 4 6 19 20 50 99 11 14 23 21 46 115 214

07.北陸 4 19 18 29 28 98 13 21 20 31 34 119 217

08.東海 6 9 10 26 29 80 12 15 29 31 35 122 202

09.近畿 7 14 25 21 42 109 11 18 19 38 50 136 245

10.中国 5 15 19 24 35 98 10 20 33 29 29 121 219

11.四国 4 17 14 33 37 105 12 13 21 39 35 120 225

12.北九州 5 15 23 22 35 100 8 16 27 37 38 126 226

13.南九州 10 5 12 27 36 90 8 22 30 26 30 116 206

14.沖縄 1 7 9 26 21 64 5 13 21 23 11 73 137

合計 73 176 231 357 482 1,319 144 258 341 419 489 1,651 2,970

地域区分
男性 女性

合計

14
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表 本調査の回収数（単位：票）
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01.北海道 10 25 33 37 44 149 13 23 28 42 46 152 301

02.北東北 12 14 29 39 38 132 16 36 31 32 35 150 282

03.南東北 18 17 24 37 43 139 21 27 40 51 49 188 327

04.北関東 13 20 17 34 26 110 22 26 27 31 45 151 261

05.南関東 13 27 22 31 46 139 20 26 31 32 45 154 293

06.東京 10 15 27 33 62 147 28 29 36 29 57 179 326

07.北陸 11 29 26 34 31 131 20 28 28 42 38 156 287

08.東海 11 15 20 37 39 122 20 19 42 34 42 157 279

09.近畿 19 20 32 29 54 154 18 30 23 48 56 175 329

10.中国 6 24 30 30 39 129 23 25 41 35 38 162 291

11.四国 8 19 25 42 43 137 24 21 30 48 52 175 312

12.北九州 13 24 33 33 40 143 11 23 37 50 50 171 314

13.南九州 15 18 24 33 45 135 17 37 40 35 39 168 303

14.沖縄 2 10 15 34 27 88 9 19 30 34 14 106 194

合計 161 277 357 483 577 1,855 262 369 464 543 606 2,244 4,099

地域区分
男性 女性

合計

20代 30代 40代 50代 60代以上 小計 20代 30代 40代 50代 60代以上 小計

01.北海道 5 16 19 28 39 107 8 18 18 32 39 115 222

02.北東北 5 12 21 29 33 100 6 28 25 24 29 112 212

03.南東北 6 14 14 29 36 99 15 20 30 40 35 140 239

04.北関東 6 9 12 22 23 72 16 21 22 24 38 121 193

05.南関東 5 18 16 21 38 98 9 19 23 24 40 115 213

06.東京 4 6 19 20 50 99 11 14 23 21 46 115 214

07.北陸 4 19 18 29 28 98 13 21 20 31 34 119 217

08.東海 6 9 10 26 29 80 12 15 29 31 35 122 202

09.近畿 7 14 25 21 42 109 11 18 19 38 50 136 245

10.中国 5 15 19 24 35 98 10 20 33 29 29 121 219

11.四国 4 17 14 33 37 105 12 13 21 39 35 120 225

12.北九州 5 15 23 22 35 100 8 16 27 37 38 126 226

13.南九州 10 5 12 27 36 90 8 22 30 26 30 116 206

14.沖縄 1 7 9 26 21 64 5 13 21 23 11 73 137

合計 73 176 231 357 482 1,319 144 258 341 419 489 1,651 2,970

地域区分
男性 女性

合計
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表 個人属性ごとの回答者数

地域（居住地） 性別

年代

 
 
 
 
 
 
 
３．２ 回答者属性 
（１）居住地 

地域ごとの回答者数は、「近畿」が 245 人（全体の 8.25％）と最も多く、「沖縄」が

137 人（4.61％）と最も少なかった（図 3-2-1）。 
ほとんどの地域で回答者数は 200 人前後であり、すべての地域でサンプルが確保でき

た。なお、「沖縄」は 20 代と 60 代でモニター数（母数）が少なかったため、有効回収票

数も少なくなったと考えられる。 

 
図 居住地別回答者数

222 (7.47%)

212 (7.14%)

239 (8.05%)

193 (6.5%)

213 (7.17%)

214 (7.21%)

217 (7.31%)

202 (6.8%)

245 (8.25%)

219 (7.37%)

225 (7.58%)

226 (7.61%)

206 (6.94%)

137 (4.61%)

0 50 100 150 200 250 300

01.北海道

02.北東北

03.南東北

04.北関東

05.南関東

06.東京

07.北陸

08.東海

09.近畿

10.中国

11.四国

12.北九州

13.南九州

14.沖縄

回答者数（人）

地域
回答者数
（人）

構成比
（％）

1 北海道 222 7.47

2 北東北 212 7.14

3 南東北 239 8.05

4 北関東 193 6.50

5 南関東 213 7.17

6 東京 214 7.21

7 北陸 217 7.31

8 東海 202 6.80

9 近畿 245 8.25

10 中国 219 7.37

11 四国 225 7.58

12 北九州 226 7.61

13 南九州 206 6.94

14 沖縄 137 4.61

合計 2,970 100.00

性別
回答者数
（人）

構成比
（％）

1 男性 1,319 44.41

2 女性 1,651 55.59

合計 2,970 100.00

年代
回答者数
（人）

構成比
（％）

1 20代 217 7.31

2 30代 434 14.61

3 40代 572 19.26

4 50代 776 26.13

5 60代以上 971 32.69

合計 2,970 100.00
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（２）性別 

回答者の性別構成は、男性が 44.4％、女性が 55.6％と、女性の割合がやや高いものの、

ほぼ同程度のサンプルが確保できた（図 3-2-2）。 
地域別にみても、女性の割合がやや高い傾向であった。 

 
（３）年代 

回答者の年代構成は、20 代が 7.3％、30 代が 14.6％、40 代が 19.3％、50 代が

26.1％、60 代以上が 32.7％と、年齢が高くなるほど割合が高い傾向があるが、すべての

年代でサンプルが確保できた（図 3-2-3）。 
地域別にても、年代が高くなるほど割合が高い傾向であった。 

 
 
 
 
 
 

図 回答者の性別構成 図 回答者の年代構成

（４）外出頻度

回答者の外出頻度構成は、週 6 日以上が 50.0％、週 4～5 日が 26.7％、週 2～3 日が

17.3％、週 1 日が 4.7％、週 1 日未満が 1.6％と、外出頻度が高くなるほど割合が高い傾向

であった（図 3-2-4）。 
地域別にみると、外出頻度が高くなるほど割合が高い傾向であった。 

（５）移動手段

回答者の移動手段構成は、徒歩が 17.3％、自転車が 10.0％、バスが 2.7％、鉄道が

8.7％、自動車が 60.0％、その他が 1.3％と、自動車の割合が最も高かった（図 3-2-5）。 

男性
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41.4

37.3

46.0
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39.6
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55.5
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01.北海道

02.北東北

03.南東北

04.北関東

05.南関東

06.東京

07.北陸

08.東海

09.近畿

10.中国

11.四国

12.北九州

13.南九州

14.沖縄

合計

構成比

20代

5.9

5.2

8.8

11.4

6.6

7.0

7.8

8.9

7.3

6.8

7.1

5.8

8.7

4.4

7.3

30代

15.3

18.9

14.2

15.5

17.4

9.3

18.4

11.9

13.1

16.0

13.3

13.7

13.1

14.6

14.6

40代

16.7

21.7

18.4

17.6

18.3

19.6

17.5

19.3

18.0

23.7

15.6

22.1

20.4

21.9

19.3

50代

27.0

25.0

28.9

23.8

21.1

19.2

27.6

28.2

24.1

24.2

32.0

26.1

25.7

35.8

26.1

60代以上

35.1

29.2

29.7

31.6

36.6

44.9

28.6

31.7

37.6

29.2

32.0

32.3

32.0

23.4

32.7
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03.南東北

04.北関東

05.南関東

06.東京

07.北陸

08.東海

09.近畿

10.中国

11.四国

12.北九州

13.南九州

14.沖縄

合計

構成比
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（２）性別 
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図 回答者の性別構成 図 回答者の年代構成
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（５）移動手段

回答者の移動手段構成は、徒歩が 17.3％、自転車が 10.0％、バスが 2.7％、鉄道が

8.7％、自動車が 60.0％、その他が 1.3％と、自動車の割合が最も高かった（図 3-2-5）。 
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地域別にみると、概ね自動車の割合が高いが、北海道・北九州では徒歩、南関東・東京

では徒歩と鉄道、近畿では徒歩・自転車・鉄道の割合が高かった。 
 

図 回答者の外出頻度構成 図 回答者の移動手段構成

 
３．３ 郵便サービスの利用頻度 
（１）居住地域による利用頻度の相違 

差出頻度は、月 1 日未満の割合が 52.3％と最も高く、次いで月 1～3 日が 35.8％と高か

った（図 3-3-1(a)）。受取頻度は、週 1～3 日の割合が 36.7％と最も高く、次いで月 1～3
日が 28.4％と高かった（図 3-3-1（b））。 
地域別にみると、差出頻度はすべての地域で月 1 日未満の割合が最も高く（図 3-3-

1(a)）、受取頻度はほとんどの地域で週 1～3 日の割合が最も高かったが沖縄は月 1～3 日

の割合が最も高かった（図 3-3-1（b））。 
 
（２）性年齢による利用頻度の相違 

性別でみると、差出頻度は男女とも月 1 日未満の割合が最も高く（図 3-3-2(a)）、受取

頻度は男女とも週 1～3 日の割合が最も高かった（図 3-3-2(b)）。 
年代別にみると、差出頻度はすべての年代で月 1 日未満の割合が最も高く（図 3-3-

2(a)）、受取頻度は 20 代と 30 代は月 1～3 日の割合が最も高く、40 代以上は週 1～3 日

の割合が最も高かった（図 3-3-2(b)）。低年齢層において、受取頻度が低くなる理由は、

電子メールや SNS によって情報を受け取る割合が高いためと考えられる。 
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３．４ サービスレベルに対する認識 
（１）送達日数に対する認識 

「あなたの自宅の最寄りのポスト等から、次の場所に向けて郵便を午前中に差出（投

函）した場合、何日後に届くと思いますか？」との問いに対し、北海道庁に 4 日以内に届

くと回答した割合は 83.2％、東京都庁に 4 日以内に届くと回答した割合は 96.8％、大阪府

庁に 4 日以内に届くと回答した割合は 95.3％、沖縄県庁に 4 日以内に届くと回答した割合

は 74.6％であった（図 3-4-1）。このことから、送達日数は「原則 4 日以内に送達」と認

識していない利用者が一定数いることがわかった。 
沖縄県庁向けに着目すると、沖縄から遠くなるほど 5 日後以降の割合は高くなり（図 3-

4-2(a)）、年齢が若いほど 5 日後以降の割合が高くなる傾向であった（図 3-4-2(b)）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 送達日数に対する認識（届け先別）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域別 性別・年代別

図 送達日数に対する認識（沖縄県庁向け）
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（２）料金に対する認識 

「次の種類の郵便を送る場合、料金はいくらだと思いますか？」との問いに対し、はが

きは 63 円と回答した割合は 76.6％、封書（定型。25g）は 84 円と回答した割合は 84.3％
であった。このことから、はがきは「63 円」、封書は「84 円」と認識していない利用者

が一定数いることがわかった（図 3-4-3）。 
はがきで 63 円以外を回答した人の割合をみると、地域別には沖縄が最も高く（図 3-4-

4(a)）、男性が女性よりも高く、年齢が若いほど高い傾向であった（図 3-4-4(b)）。 
 
 
 
 
 
 
 

図 料金に対する認識（届け先別）

地域別 性別・年代別

図 料金に対する認識構成（はがき）

 
３．５ サービス項目ごとの重要度 
（１）回答者全体の重要度 

郵便サービスで重視する点について、サービス項目ごとに 5 段階尺度（「重要である」

「やや重要である」「どちらともいえない」「やや重要ではない」「重要ではない」）で

質問したところ、すべてのサービス項目において、重要寄り（「重要である」＋「やや重

要である」）の割合が 60％以上であった（図 3-5-1）。 
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また、「重要」と回答している割合は、品質が 53.5％と最も高く、次いで郵便料金が

43.1％、送達日数が 40.6％と高かった。 

 

図 郵便サービスのサービス項目ごとの重要度

 
（２）地域・性別・年代ごとの重要度 

「重要である」を 5 点、「やや重要である」を 4 点、「どちらともいえない」を 3 点、

「やや重要ではない」を 2 点、「重要ではない」を 1 点とし、重要度を加重平均で数値化

した。 
地域別にみると、郵便料金と送達日数と品質はすべての地域で重要度が 4 を超えた（表

3-5-1）。 
性別でみると、すべてのサービス項目で、女性は男性よりも重要度を高く回答した。 
年代別にみると、郵便料金とポストまでの距離は年齢が低くなるほど重要度を高く回答

する傾向があった。 
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３．６ サービス項目ごとの満足度 
（１）回答者全体の満足度 

今の郵便サービスの満足度について、サービス項目ごとに 5 段階尺度（「満足」「やや

満足」「どちらともいえない」「やや不満」「不満」）で質問したところ、すべてのサー

ビス項目において、満足寄り（「満足」＋「やや満足」）の割合が 50％以上であった（図

3-6-1）。 
また、「満足」と回答している割合はポストまでの距離が 30.3％と最も高く、次いで品

質が 28.0％と高かった。 

 

図 郵便サービスのサービス項目ごとの満足度

 
（２）地域・性別・年代ごとの満足度 

「満足」を 5 点、「やや満足」を 4 点、「どちらともいえない」を 3 点、「やや不満」

を 2 点、「不満」を 1 点とし、満足度を加重平均で数値化した。 
地域別にみると、ポストまでの距離と送達日数と品質は満足度が 4 を超えた地域があっ

た（表 3-6-1）。 
性別でみると、ポストまでの距離と配達回数と品質と総合評価で、女性は男性よりも重

要度を高く回答した。 
年代別にみると、郵便料金とポストまでの距離は年齢が低くなるほど満足度を高く回答

する傾向があった。 
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３．７ 料金体系に対する意向 
（１）個人属性による料金体系に関する意向の相違 

地域別にみると、「均一料金が良い」と回答した割合は、北海道が 48.2％と最も高く、

次いで、北陸が 45.2％、北九州が 43.4％と高く、地方部において、均一料金のニーズが高

い傾向にあった（図 3-7-1(a)）。 
性別でみると、「均一料金が良い」と回答した割合は、男性が 40.4％、女性が 41.5％と

ほぼ同程度であった。 
年代別にみると、「均一料金が良い」と回答した割合は、20 代が 45.2％と最も高く、

次いで 30 代が 43.3％と高く、若年層において、均一料金のニーズが高い傾向にあった

（図 3-7-2(b)）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

地域別 性別・年代別

図 郵便サービスの料金体系に対する意向

 
（２）利用頻度による料金体系に関する意向の相違 

利用頻度に関わらず、現在と同様に、均一料金を望む割合（「均一料金がよい」＋「ど

ちらかといえば均一料金がよい」）が 75％程度と高かった。また、「均一料金がよい」と

回答した割合は、「週４日以上」が 52.7％と最も高く、次いで「週１～３日」が 45.2％、

「月１～３日」が 43.2％と高く、利用頻度が高いほど強く均一料金を望んだことがわかっ

た（図 3-7-2）。 
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利用頻度が高いほど強く均一料金を望んだ理由は、均一料金であることが普段の利便性

の高さ（料金の判断が容易、ポストに投函可能など）につながるためと考えられる。 

 

図 郵便サービスの料金体系に対する意向（郵便の差出頻度別）

 
３．８ アンケート調査結果のまとめ 
本調査では、地域（居住地）・性別・年代ごとに調査対象者を選定し、合計 2,970 票と

十分なサンプルを確保できたと考えられる（３．１節、３．２節）。 
郵便サービスの利用頻度は、差出頻度は「月１日未満」の割合が 52.3％と最も高く、受

取頻度は「週 1～3 日」の割合が 36.7％と最も高かった。 
サービスレベルに対する認識は、「原則 4 日以内に送達」と認識していない利用者が一

定数いること、また、郵便料金は、はがきは「63 円、封書は「84 円」と認識していない

利用者が一定数いることがわかった。 
サービス項目ごとの重要度は、5 つのサービス項目（郵便料金、ポストまでの距離、送

達日数、配達回数、品質）のすべてにおいて、重要寄り（「重要である」＋「やや重要で

ある」）の割合が 60％以上であり、特に品質・郵便料金・送達日数は「重要である」の回

答が多かった。 
サービス項目ごとの満足度は、5 つのサービス項目（郵便料金、ポストまでの距離、送

達日数、配達回数、品質）のすべてにおいて、満足寄り（「満足」＋「やや満足」）の割

合が 50％以上であり、特にポストまでの距離・品質は「満足」の回答が多かった。 
料金体系に対する意向は、均一料金を望む割合（「均一料金がよい」＋「どちらかとい

えば均一料金がよい」）が約 75％と高かった。 
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４．輸送サービスレベルに関する分析 

 
４．１ 分析の考え方 
本章では、３章のアンケート調査結果を用いて、以下の 3 つの分析をおこなう。なお、

属性の差としては、地域や年齢、性別、利用状況などがあるが、本分析では、サービスレ

ベルの変更可能性を考慮し、特に地域差に着目する。 
 
①輸送サービスの重要度と満足度の関係に関する分析 
本分析は、重要度と満足度の相違に着目する分析である。すなわち、サービスレベルを

下げる余地のあるサービス項目として、満足度が高い一方で、重要度が低いサービス項目
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４．２ 輸送サービスの重要度と満足度の関係に関する分析 
（１）サービス項目間の比較 

３．５節で数値化した重要度と、３．６節で数値化した満足度を用いて、重要度と満足

度の関係を示した結果、図 4-2-1 のようになった。 
図 4-2-1 より、サービス項目間の相対的な関係をみると、「品質」は重要度と満足度が

高い、「郵便料金」と「送達日数」は重要度が高く満足度は低い、「ポストまでの距離」

26 27



28 
 

は重要度が低く満足度は高い、「配達回数」は重要度が低く満足度は高い地域と低い地位

があることがわかった。 
以上のことから、重要度を基準に考えると、「品質」「郵便料金」「送達日数」はサー

ビスレベルを下げにくく、「ポストまでの距離」「配達回数」はサービスレベルを下げる

余地があると考えられる。ただし、「配達回数」は満足度が低い地域があり、これらの地

域ではサービスレベルを下げることは難しいと考えられる。 

注 ）サービス項目別・地域別の重要度と満足度をプロット

注 ）重要度 の線と満足度 の線は平均値

図 重要度と満足度の関係

 
（２）サービス項目ごとの地域間比較 

図 4-2-2 は、図 4-2-1 をサービス項目ごとに分けたものである。 
このうち、（１）でサービスレベルを下げる余地があると述べた 2 つのサービス項目

（「ポストまでの距離」「配達回数」）についてみてみると、サービスレベルを下げる余

地のある地域、すなわち、重要度が低く満足度が高い地域は、東京や近畿であった。本研

究ではサービスレベルを下げることによる内部補助の是正可能性を検討するものである

が、東京や近畿は黒字地域と想定されることから、これらの地域のサービスレベルを下げ

ることは、内部補助の拡大につながると考えられる。 
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図 サービス項目ごとの重要度と満足度の関係（地域別）

 
（３）地域ごとの重要度と満足度の関係 

内部補助を是正するためには、赤字地域のサービスレベル（料金以外）を低下させる、
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この考えの下、地域ごとに重要度が低く満足度が高いサービス項目を特定した結果、

「ポストまでの距離」が 13 地域、「配達回数」が 6 地域であった（表 4-2-1、図 4-2-3、
図 4-2-4）。 
 

表 重要度が低く満足度が高いサービス項目（地域別）

郵便料金
ポストま

での距離
送達日数 配達回数 品質

北海道 〇 〇

北東北 〇

南東北 〇 〇

北関東 〇

南関東 〇

東京 〇

北陸 〇

東海 〇 〇

近畿 〇

中国 〇

四国 〇

北九州 〇 〇

南九州 〇 〇

沖縄 〇

合計

注）地域ごとの重要度と満足度の比較は、図 と図 を参照
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北関東 南関東 東京

北陸 東海 近畿

図 地域ごとの重要度と満足度の関係（サービス項目別）（その１）
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中国 四国 北九州

南九州 沖縄 合計

図 地域ごとの重要度と満足度の関係（サービス項目別）（その２）

 
４．３ 輸送サービスレベルに対する受容度に関する分析（PSM 分析） 
（１）PSM 分析の概要と本研究での適用方法 

１） 分析の概要

PSM（Price Sensitivity Meter）分析とは、簡易的に価格の受容度を求める手法であ

る。PSM 分析は、主にマーケティング分野で用いられる手法であるが、研究においても使

用されている。例えば、髙田 15)は、PSM 分析を用いて、購入意向等による機能性表示野

菜の受容価格帯の違いを明らかにしている。また、吉田ら 16)は PSM 分析を用いて、フー

ドデリバリーの配達料金の受容価格帯を明らかにしている。また、PSM 分析は価格以外に

持用いられており、金ら 17)は PSM 分析を準用して、自転車での歩道・迂回距離に応じた

選択行動の違いを明らかにしている。 
PSM 分析は、1)調査対象者に対して価格に関する 4 つの質問をし、2)質問の回答をもと

に 4 つの線を図示し、3)その交点から受容される価格の範囲を決定する方法である。 
PSM 分析の 4 つの質問は、①非受容最低価格、②受容最低価格、③受容最高価格、④

非受容最高価格であり、質問の具体例は表 4-3-1 に示す。 
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図 地域ごとの重要度と満足度の関係（サービス項目別）（その２）
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次に、質問の回答結果を集計して累積値を求める。たとえば、①非受容最低価格におい

て、回答結果が、0～200 円は 10 人、201～400 円は 20 人、401～600 円は 30 人であった

とする。このとき、累積値は 0～200 円は 60 人、201～400 円は 50 人、401～600 円は 30
人となる。すなわち、201～400 円、401～600 円で安すぎると感じる人は、0～200 円で

も安すぎると感じると判断できる。 
交点は、a）下限価格、b）理想価格（最適価格とも呼ぶ）、c）妥協価格、d）上限価格

の 4 つがある。a)下限価格は、①非受容最低価格と③受容最高価格の交点である。①は

「安すぎる価格」、③は「高いと感じ始める価格」（安くない価格）である。そのため、

a)下限価格は、「安すぎる」と感じる人と「安くない」と感じる人の合計が最も少ない価

格といえる。同様に、b)理想価格は①非受容最低価格と④非受容最高価格の交点、c)妥協

価格は②受容最低価格と③受容最高価格の交点、d)上限価格は②受容最低価格と④非受容

最高価格の交点である。そして、a)下限価格から d)上限価格までの範囲を受容価格帯と呼

ぶ（図 4-3-1）。 

表 分析の つの質問の具体例 ）

質問の具体例

①非受容最低価格 安すぎて品質に不安を感じ始める価格はいくらですか

②受容最低価格 安いけれども品質に不安を感じない価格はいくらまでですか

③受容最高価格 高いけれども品質が良いので購入する価値があると感じる価格は

いくらまでですか

④非受容最低価格 高すぎて品質の良さに関係なく購入する価値がないと感じ始める

価格はいくらです

 

 
図 分析のイメージ
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２）本研究での適用方法

本研究では、PSM 分析を用いて、郵便料金（はがき、封書）、ポストまでの距離、送達

日数、配達回数の受容度を明らかにする（表 4-3-2）。 
 

表 「⑥郵便サービスレベルに対する受容度」の設問

設問 小問 回答方法

郵
便
料
金

：あなたが「はがき」

を送るときの料金につい

てお答えください

（１）「高すぎて利用できない」と感

じる金額

（２）「高い」と感じ始める金額

（３）「安い」と感じ始める金額

（４）「安すぎる」と感じる金額

数値入力

：あなたが「封書」を

送るときの料金について

お答えください

（１）「高すぎて利用できない」と感

じる金額

（２）「高い」と感じ始める金額

（３）「安い」と感じ始める金額

（４）「安すぎる」と感じる金額

数値入力

ポ
ス
ト
ま
で
の

距
離

：あなたが一番利用

するポスト等までの距離

についてお答えください

（１）自宅からの距離

（２）「遠すぎて利用できない」と感

じる距離

（３）「遠い」と感じ始める距離

（４）「近い」と感じ始める距離

（５）「近すぎる」と感じる距離

数値入力

送
達
日
数

：あなたが、もっと

もよく郵便を送る先の都

道府県は？

－

選択肢

（ 都道

府県）

：前で答えたあなた

がもっともよく郵便を送

る先宛に、郵便を差出

（投函）してから相手が

受け取るまでの日数（送

達日数）について、お答

えください

（１）相手に届くと想定している日数

（２）「長すぎて利用できない」と感

じる日

（３）「長い」と感じ始める日数

（４）「短い」と感じ始める日数

（５）「短すぎる」と感じる日数

選択肢

（ 区分）
注 ）

配
達
回
数

：「配達回数」につ

いてお答えください

（１）「少なすぎて利用できない」と

感じる配達回数

（２）「少ない」と感じ始める配達回

数

（３）「多い」と感じ始める配達回数

（４）「多すぎる」と感じる配達回数

選択肢

（ 区分）
注 ）

注 ） 日後（当日）、 日後（翌日）、 日後（翌々日）、 日後、 日後、 日後、 日後、 日後以降

注 ）週 回未満、週 回、週 回、週 回、週 回、週 回、週 回、週 回
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（２）基礎集計 

１）郵便料金に対する意識

はがきの料金に対する意識は、「高すぎて利用できない」と感じる金額のピークは 91～
100 円、「高い」と感じ始める金額のピークは 71～80 円、「安い」と感じ始める金額の

ピークは 41～50 円、「安すぎる」と感じる金額のピークは 41～50 円であった（図 4-3-
3(a)）。 
封書の料金に対する意識は、「高すぎて利用できない」と感じる金額のピークは 101 円

～、「高い」と感じ始める金額のピークは 101 円～、「安い」と感じ始める金額のピーク

は 71～81 円、「安すぎる」と感じる金額のピークは 41～50 円であった（図 4-3-3(b)）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

はがき 封書

図 郵便料金に対する意識（単位：％）

 
２）ポストまでの距離に対する意識

ポストまでの距離に対する意識は、自宅からの距離のピークは 401～500m、「遠すぎて

利用できない」と感じる距離のピークは 1,001m～、「遠い」と感じ始める距離のピーク
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は 1,001m～、「近い」と感じ始める距離のピークは 1～100m、「近すぎる」と感じる距

離のピークは 1～100m であった（図 4-3-4）。 
 
３）送達日数に対する意識

送達日数に対する意識は、地域内々のサンプルに絞ってみると相手に届くと想定してい

る日数のピークは 2 日後、「長すぎて利用できない」と感じる日数のピークは 3 日後、

「長い」と感じ始める日数のピークは 3 日後、「短い」と感じ始める日数のピークは 1 日

後、「短すぎる」と感じる日数のピークは 0 日後であった（図 4-3-5）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ポストまでの距離に対する意識 図 送達日数に対する意識

（単位：％） （単位：％。地域内々のみ。 ）
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は 1,001m～、「近い」と感じ始める距離のピークは 1～100m、「近すぎる」と感じる距

離のピークは 1～100m であった（図 4-3-4）。 
 
３）送達日数に対する意識

送達日数に対する意識は、地域内々のサンプルに絞ってみると相手に届くと想定してい

る日数のピークは 2 日後、「長すぎて利用できない」と感じる日数のピークは 3 日後、

「長い」と感じ始める日数のピークは 3 日後、「短い」と感じ始める日数のピークは 1 日

後、「短すぎる」と感じる日数のピークは 0 日後であった（図 4-3-5）。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 ポストまでの距離に対する意識 図 送達日数に対する意識

（単位：％） （単位：％。地域内々のみ。 ）
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参考図 ポストまでの距離に対する意識（地域別、自宅からの距離。単位：％）
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４）配達回数に対する意識

配達回数に対する意識は、「少なすぎて利用できない」と感じる回数のピークは週１回

未満、「少ない」と感じ始める回数のピークは週 3 回、「多い」と感じ始める回数のピー

クは週６回、「多すぎる」と感じる回数のピークは週 7 回であった（図 4-3-6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 配達回数に対する意識（単位：％）

 
（３）郵便料金に対する受容度 

１）はがき

全国計でみると、郵便料金（はがき）に対する受容度の下限は 59.5 円、上限は 69.4 円

であった（図 4-3-7）。 
地域別にみると、中国は下限が他の地域に比べて低く、四国・沖縄は上限が他の地域に

比べて高かった。 
性別にみると、同程度であった。 
年代別にみると、30 代は、下限・上限ともに他の地域に比べて高かった。また、20 代

は下限と上限の間の幅が広かった。 
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４）配達回数に対する意識

配達回数に対する意識は、「少なすぎて利用できない」と感じる回数のピークは週１回

未満、「少ない」と感じ始める回数のピークは週 3 回、「多い」と感じ始める回数のピー

クは週６回、「多すぎる」と感じる回数のピークは週 7 回であった（図 4-3-6）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 配達回数に対する意識（単位：％）
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図 郵便料金（はがき）に対する受容度（地域別・性別・年代別）

 
２）封書

全国計でみると、郵便料金（封書）に対する受容度の下限は 81.5 円、上限は 96.4 円で

あった（図 4-3-8）。 
地域別にみると、上限・下限はほとんどの地域で同程度であったが、中国・近畿の上限

が低かった。 
性別にみると、同程度であった。 
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年代別にみると、上限・下限はほとんどの年代で同程度であったが、60 代以上の上限が

低かった。 
 

図 郵便料金（封書）に対する受容度（地域別・性別・年代別）
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年代別にみると、上限・下限はほとんどの年代で同程度であったが、60 代以上の上限が

低かった。 
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地域別にみると、近畿・北海道・南関東・東京の下限が低く、北陸・中国・四国の上限

が高かった。 
性別にみると、男性の方が女性に比べて下限が低く、上限が高かった。 
年代別にみると、上限・下限はほとんどの年代で同程度であったが、20 代の上限が高か

った。 
 

図 ポストまでの距離に対する受容度（地域別・性別・年代別）
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（５）送達日数に対する受容度 

全国計でみると、送達日数に対する受容度の下限は 1.51 日、上限は 2.27 日であった

（図 4-3-10）。 
地域別にみると、沖縄は、他の地域に比べて、上限・下限の日数が多かった。 
性別にみると、同程度であった。 
年代別にみると、20 代は、他の年代に比べて下限が低く、上限が高かった。 

 
 

 

図 送達日数に対する受容度（地域別・性別・年代別）
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（５）送達日数に対する受容度 

全国計でみると、送達日数に対する受容度の下限は 1.51 日、上限は 2.27 日であった

（図 4-3-10）。 
地域別にみると、沖縄は、他の地域に比べて、上限・下限の日数が多かった。 
性別にみると、同程度であった。 
年代別にみると、20 代は、他の年代に比べて下限が低く、上限が高かった。 
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（６）配達回数に対する受容度 

全国計でみると、配達回数に対する受容度の下限は 3.74 回/週、上限は 4.64 回/週であっ

た（図 4-3-11）。 
地域別にみると、沖縄・北東北・四国は、下限・上限ともに他の地域に比べて少なかっ

た。 
性別にみると、男性は、下限・上限ともに女性に比べて少なかった。 
年代別にみると、ほぼ同定であった。 

 
 

図 配達回数に対する受容度（地域別・性別・年代別）
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４．４ 輸送サービスレベルの貨幣価値に関する分析（コンジョイント分析） 
コンジョイント分析とは、ある分析対象の評価（全体効用値）を、個々の要素の評価

（部分効用値）に分解して明らかにすることができる手法である。具体的には、はじめ

に、表 4-4-1 に示すように、「はがきの料金」「ポストまでの距離」「送達日数」「配達

回数」という 4 つのサービス項目について、それぞれ 3 つのサービスレベルを想定した。

そのうえで、直交表にもとづく組み合わせを用いた 9 つの代替案（表 4-4-2）について、

アンケート調査において、5 段階で満足度をたずねた。その結果が表 4-4-2 最右列に示す

とおりである。 
 

表 サービス項目ごとのサービスレベルの想定

レベル

はがきの料金 円 円 円

ポストまでの距離

送達日数 日 日 日

配達回数 回 回 回

 
表 コンジョイント分析の代替案とその満足度

代替案 はがきの料金 ポストまでの距離 送達日数 配達回数 満足度

円 日 回

円 日 回

円 日 回

円 日 回

円 日 回

円 日 回

円 日 回

円 日 回

円 日 回

 
コンジョイント分析の結果からは、4 つのサービス項目ごとの寄与度（重視される割

合）として、「はがきの料金」が 37.0%、「ポストまでの距離」が 30.1%、「送達日数」

が 18.9%、「配達回数」が 13.8%という結果が導かれ、「はがきの料金」が最も重視され

る傾向にあることが分かった。 
また、コンジョイント分析では、「ポストまでの距離」「送達日数」「配達回数」の係

数を「はがきの料金」の係数で除すことで、それぞれの貨幣価値を明らかにすることがで

44
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きる。その結果、「ポストまでの距離」について 8.152 円/500m、「送達日数」について

5.108 円/日、「配達回数」について 3.741 円/回という貨幣価値が導かれた。 
さらに、以上の分析を属性ごとにおこなうことで、属性が寄与度と貨幣価値に及ぼす影

響を観察することができる。属性のうち地域を取り上げて分析した結果が図 4-4-1 と図 4-
4-2 である。図 4-4-1 からは地域によって度合いは異なるものの、「はがきの料金」が最

も重視される傾向にあることがわかる。また、図 4-4-2 からはサービス項目ごとの貨幣価

値が、地域ごとに大きく異なることがわかる。 
 

 
図 地域別の「はがきの料金」「ポストまでの距離」「送達日数」「配達回数」の

寄与度
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図 地域別の「ポストまでの距離」「送達日数」「配達回数」の貨幣価値

注）「ポストまでの距離」は あたりの貨幣価値、「送達日数」は 日あたりの貨幣価値、「配達回

数」は週 回あたりの貨幣価値である。

 
以上の結果については、5 章における内部補助問題に関する分析に用いる。 
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図 地域別の「ポストまでの距離」「送達日数」「配達回数」の貨幣価値

注）「ポストまでの距離」は あたりの貨幣価値、「送達日数」は 日あたりの貨幣価値、「配達回

数」は週 回あたりの貨幣価値である。
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５．内部補助問題に関する分析 

 
５．１ 分析の考え方 
２．２でみたように、現在の郵便サービスでは郵便局ごとに黒字・赤字が発生してお

り、結果として黒字地域から赤字地域への内部補助が発生している。 
本章の分析では、工程別に収支を計算するモデルを設計し、現状の内部補助の状況を明

らかにする。そのうえで、サービスレベルを変更する複数のケースを設定し、それらのケ

ースごとに実現可能な内部補助の改善水準を明らかにする。 
 
５．２ 収支の計算方法 
本章では、郵便物が発地の集配局で集荷され、区分局を経て、着地の集配局から配達さ

れるネットワークを想定したモデルを設計する（図 5-2-1）。 
 

 
図 想定するネットワークの基本的考え方

 
主な想定は表のとおりである。 

 
表 収支計算モデルの主な項目とその内容

項目 内容

ネットワーク

集配局は全国で か所、区分局は全国で か所である。なお、

各集配局の人口は、令和 年国勢調査（小地域）のデータを住所にもと

づき統合して作成した。また、各集配局を管轄する区分局は、「郵便区

内特別郵便物の差出局の拡大に伴い配達側の地域区分局に差し出すこと

のできる配達局の郵便区番号一覧（ 現在）」を用いて設定し

た。

集配局4

地域
区分局B

集配局1

地域
区分局A

集配局2

集配局3
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年間の郵便物

「 年度都道府県別引受郵便物数」にもとづき、年間

千通と想定した。なお、都道府県別引受数を都道府県別人口で除すこと

で、都道府県別の人口当たり発数が想定可能となる（表 ）。

年間の総営業

費用

「郵便事業の収支の状況（ 年度）」にもとづき、 億円

（内国郵便業務）と想定した。なお、営業収益は 億円とほぼ等

しいため、収支計算モデル上は、収支均衡を想定している。

工程の構成・

内容と費用割

合

「郵政事業のユニバーサルサービスコストについて」にもとづき、

の工程を想定している（表 ）。なお、工程ごとの費用割合はゆ

うちょ財団へのインタビュー調査にもとづき筆者らが仮定したものであ

る。

工程ごとの費

用推計の根拠

基本的には、集配局ごとの発数または着数、集配局同士または集配

局と区分局の間の距離に応じて合理的に配分、推計している。ただし、

工程 と工程 については、集荷と配達に必要な人員数を想定して推

計をおこなっている（表 ）。

 
表 都道府県別人口、発数、人口当たり発数

都道府県 人口（人） 発数（通）
人口当たり発数

（通 人）

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県

栃木県

群馬県

埼玉県

千葉県

東京都

神奈川県

新潟県

富山県

石川県
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福井県

山梨県

長野県

岐阜県

静岡県

愛知県

三重県

滋賀県

京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県

島根県

岡山県

広島県

山口県

徳島県

香川県

愛媛県

高知県

福岡県

佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

全国計

 
表 工程の構成と内容、費用割合

工程 内容 費用割合 費用推計の根拠

工程 郵便局引受 集配局ごとの発数（通 年）
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工程 集荷収集 集荷所要人員（人）

工程 集配局差立区分 集配局ごとの発数（通 年）

工程 集配局～地域区分局輸送
集配局ごとの発数（通 年）×

集配局・区分局間距離（ ）

工程 地域区分局差立区分 集配局ごとの発数（通 年）

工程 地域区分局間輸送
区分局間通数（通 年）×区分

局間距離（ ）

工程 地域区分局到着区分 集配局ごとの着数（通 年）

工程 地域区分局～集配局輸送
集配局ごとの着数（通 年）×

集配局・区分局間距離（ ）

工程 集配局到着区分 集配局ごとの着数（通 年）

工程 配達 配達所要人員（人）

注：「集荷所要人員」は、総集荷距離を都道府県別旅行速度で除すことで求められる「集荷移動時間」

と、郵便ポスト本数とポスト 本あたりの集荷所要時間の積から求められる「集荷作業時間」の合計で

ある「集荷所要時間」を で割って求めている。また、「配達所要人員」は、総配達距離を都道府県別

旅行速度で除すことで求められる「配達移動時間」と、世帯数と 箇所あたりの配達所要時間の積から

求められる「配達作業時間」の合計である「配達所要時間」を で割って求めている。

 
５．３ ケースの設定 
４．２（３）で示したように、本章の分析では、基本ケースの他に、集荷レベルを表現

する郵便ポストまでの距離を変化させる「集荷レベル変化ケース」、配達レベルを表現す

る配達回数を変化させる「配達レベル変化ケース」、両者をともに変化させる「集荷・配

達レベル変化ケース」の 3 つのケースを設定し、分析をおこなう。設定するケースは表 5-
3-1 のとおりである。 
 

表 設定するケースとその内容

ケース 内容

基本ケース

収支均衡状態のケースである。集荷レベルを表現する郵便ポストの

本数は、全国 万本を人口基準で ％を、面積基準で ％を、各集

配局に配分している。また、配達レベルを表現する配達回数は、全国

一律で週 回を想定している。

集荷レベル変化

ケース

集荷レベルを表現する郵便ポストの本数を、赤字地域のみ削減する

場合と全地域で削減する場合を想定するとともに、それぞれの場合に

ついて、郵便ポストの本数の削減にともなって需要が変化する場合と

変化しない場合を想定する。そのため、合計 ケースを想定してい

る。
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なお、ポストの削減本数とその場合の需要の減少については 分

析の結果を用いる。

配達レベル変化

ケース

配達レベルを表現する配達回数を、赤字地域のみ週 回に削減する

場合と全地域で週 回に削減する場合を想定するとともに、それぞれ

の場合について、配達回数の削減にともなって需要が変化する場合と

変化しない場合を想定する。そのため、合計 ケースを想定してい

る。

なお、配達回数の削減とその場合の需要の減少については 分析

の結果を用いる。

集荷・配達レベ

ル変化ケース

集荷変化ケースと配達変化ケースの組み合わせであり、郵便ポスト

の本数と配達回数について、赤字地域のみ削減する場合と全地域で削

減する場合を想定するとともに、それぞれの場合について、需要が変

化する場合と変化しない場合を想定する。そのため、合計 ケースを

想定している。

 
集荷レベル変化ケースの詳細を示したものが表 5-3-2 である。集荷レベル変化ケースで

は、集荷に関するサービスレベルの低下前（アンケート回答者のポストまでの距離の中央

値）からサービスレベルの低下後（PSM 分析の上限）を対比し、アンケートにおける両者

の利用率を比較することで、想定する需要減を導いている。 
 

表 集荷レベル変化ケースで想定するポスト本数と想定する需要減

地域

アンケー

ト回答者

の中央値

分析に

おける上

限

上限 中央

値

ポスト

本あたり

面積の増

加

ポスト本

数（現状

比）

想定する

需要減

北海道

北東北

南東北

北関東

南関東

東京

北陸

東海

近畿

中国

四国
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北九州

南九州

沖縄

全国

 
配達レベル変化ケースと集荷・配達レベル変化ケースの詳細を示したものが表 5-3-3 で

ある。配達レベル変化ケースでは、配達に関するサービスレベルの低下前（週 5 回）から

サービスレベルの低下後（PSM 分析の下限の近似：週 4 回）を対比し、アンケートにお

ける両者の利用率を比較することで、想定する需要減を導いている。また、集荷・配達レ

ベル変化ケースでは、上述した集荷レベル変化ケースと配達レベル変化ケースを組み合わ

せることで、想定する需要減を導いている。 
 

表 配達レベル変化ケースと集荷・配達レベル変化ケースで想定する需要減

地域
配達レベル変化ケースで

想定する需要減

集荷・配達レベル変化ケースで

想定する需要減

北海道

北東北

南東北

北関東

南関東

東京

北陸

東海

近畿

中国

四国

北九州

南九州

沖縄

合計

 
５．４ サービスレベルの変更による内部補助の是正可能性 
基本ケースの地域ごとの収支は下記のとおりである（図 5-4-1）。ここでは、5 地域で生

じる 632 億円の黒字によって、9 地域の赤字 632 億円（収支均衡を想定しているため黒字

と同額）をまかなっている。なお、参考までに集配局ごとおよび都道府県ごとの収支も示

す（図 5-4-2、図 5-4-3）。 
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北九州

南九州

沖縄
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北海道

北東北

南東北

北関東

南関東

東京

北陸

東海

近畿

中国

四国

北九州

南九州

沖縄

合計
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図 基本ケースの収支（地域ごと、単位：百万円）

 

 
図 基本ケースの収支（都道府県ごと、単位：百万円）

(30,000)

(20,000)

(10,000)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

基本ケース

(30,000)

(20,000)

(10,000)

0

10,000

20,000

30,000

40,000

東
京
都

大
阪
府

愛
知
県

兵
庫
県

石
川
県

京
都
府

香
川
県

岡
山
県

山
梨
県

宮
城
県

栃
木
県

静
岡
県

鳥
取
県

高
知
県

長
野
県

大
分
県

三
重
県

愛
媛
県

広
島
県

山
口
県

福
島
県

新
潟
県

岩
手
県

北
海
道

52 53



54 
 

 

図 基本ケースの収支（集配局ごと、単位：百万円）

 
上述した黒字・赤字は、工程 2、4、6、8、10 で生じる（工程 1、3、5、7、9 では発数

または着数により費用を配分しているため、黒字・赤字が生じない）。ここでは、集配局

同士または集配局と区分局間の距離が影響しない、工程 2 と工程 10 について、黒字・赤

字の発生状況を確認する（図 5-4-4、図 5-4-5）。 
工程 2 における黒字と赤字の状況を表している図 5-4-4 からは、東京、近畿を中心に黒

字が生じている一方で、北海道、北東北を中心に赤字が生じていることがわかる。また、

工程 10 における黒字と赤字の状況を表している図 5-4-5 からは、工程 2 とは反対に、東

京で赤字が生じており、北関東、東海で黒字が生じていること、その規模は工程 2 に比べ

て小さいことがわかる。 
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図 基本ケースの収支（集配局ごと、単位：百万円）
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京で赤字が生じており、北関東、東海で黒字が生じていること、その規模は工程 2 に比べ

て小さいことがわかる。 
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図 地域別の黒字と赤字（工程 、縦軸：収入、横軸：費用、単位：百万円）
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集荷レベル変化ケースの地域ごとの結果は以下のとおりである（図 5-4-6、表 5-4-1）。

全地域・需要変動の場合、黒字地域が 7 地域に増え、全体の収支も 618 億円の黒字に増加

する。これは、サービスレベルの低下による費用削減の効果が、サービスレベルの低下に

よる需要の減少にともなう収入減の影響よりも大きいことを意味している。これには、需

要が変動した場合も、工程の単価が一定との仮定も影響しているものと考えられ、これは

配達レベル変化ケース、集荷・配達レベル変化ケースでも同様である。 
 

 
図 集荷レベル変化ケースの収支（地域ごと、単位：百万円）
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配達レベル変化ケースの地域ごとの結果は以下のとおりである。全地域・需要変動の場

合、黒字地域が 7 地域に増え、全体の収支も 1,170 億円の黒字に増加する（図 5-4-7、表

5-4-2）。 
 

 
図 配達レベル変化ケースの収支（地域ごと、単位：百万円）
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集荷・配達レベル変化ケースの地域ごとの結果は以下のとおりである。全地域・需要変

動の場合、黒字地域が 10 地域に増え、全体の収支も 1,800 億円の黒字に増加する（図 5-
4-8、表 5-4-3）。 
 

 
図 集荷・配達レベル変化ケースの収支（地域ごと、単位：百万円）
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５．５ 利用者ニーズ（満足度）と収支の関係 
５．４でみたように、すべてのサービスレベル変化ケースにおいて、収支は全国ベース

で黒字になっているものの、サービスレベルが低下しているため、利用者の満足度も低下

していることが見込まれる。この点について、集荷・配達レベル変化ケースをとりあげ、

図 4-4-2 で示したコンジョイント分析の結果を用いて満足度の低下度合いを推計する。 
推計結果を示す図 5-5-1 からは、黒字地域である近畿や南関東などにおいて大きな満足

度の低下が確認できる。なお、収支の実態との比較については、今後の課題としたい。 
 

 
図 サービスレベルの低下にともなう満足度の低下の貨幣価値（単位：百万円）
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６．おわりに 

 
６．１ 本研究の結論 
本報告では、輸送サービスレベルの検討と内部補助問題の検討という 2 つの課題につい

て、調査・研究を進めた。 
第一の輸送サービスレベルの検討では、利用者へのアンケート調査にもとづき、輸送サ

ービスの重要度と満足度の関係、輸送サービスレベルの受容度（PSM 分析）、輸送サービ

スレベルの貨幣価値（コンジョイント分析）を明らかにすることを通じて、利用者が求め

る輸送サービスレベルについて、サービス項目ごとに一定の示唆を導いた。具体的には、

輸送サービスの重要度と満足度の関係では、地域ごとに、各サービス項目の重要度と満足

度の比較をおこなった。どのサービス項目においても、重要度と満足度の絶対的な水準は

高いものの、サービス項目間の比較をおこなうことで、「ポストまでの距離」と「配達回

数」を、相対的に重要度が低く、満足度が高いサービス項目（サービスレベルを下げる余

地のあるサービス項目）として導くことができた。そして、PSM 分析によって、サービス

項目ごとに、輸送サービスレベルの受容度を明らかにした。さらに、コンジョイント分析

によって、サービス項目ごとに、輸送サービスレベルの貨幣価値を明らかにした。これら

の結果は、輸送サービスの特徴の理解に有用であるとともに、第二の内部補助問題の検討

にも用いた。 
第二の内部補助問題の検討では、現在の郵便サービスにおいて郵便局ごとに生じている

黒字・赤字と黒字地域から赤字地域への内部補助について、まず、工程別に収支を計算す

るモデルを設計し、現状の内部補助の状況を明らかにした。そのうえで、第一の課題の検

討を通じて導出した、サービスレベルを下げる余地のあるサービス項目（集荷、配達）に

ついて、そのサービスレベルの変化ケースを設定し、それらのケースごとに実現可能な内

部補助の改善水準を明らかにした。上述した PSM 分析の結果も用いた分析からは、すべ

ての変化ケースにおいて、全国ベースでの収支が改善し、赤字地域における赤字の程度も

縮小していることが観察できた。すなわち、サービスレベルの引き下げは、少なくとも短

期的には内部補助問題の改善（是正）に寄与するものと考えられる。 
 
６．２ 今後の課題 
今後の課題は、以下の 3 点である。 
第一に、実際により近いデータを用いた分析（今回は、大胆な仮定を含む仮想データを

用いている）である。これにより、より的確な知見を導くことができる。 
第二に、より詳細な地域区分や集配郵便局ごとの分析、その他、「都市部・郊外部」な

どの地域属性を考慮した分析である。これにより、より現実的な政策提言に寄与する結果

が得られると考える。 
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第三に、地域ごとの綿密なサービスレベルの設定による内部補助の是正である。これに

より、第二の分析で示す政策提言を支える知見が導かれるものと考える。 
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第三に、地域ごとの綿密なサービスレベルの設定による内部補助の是正である。これに

より、第二の分析で示す政策提言を支える知見が導かれるものと考える。 
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